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発行 淵上 利和

編集 斉藤 孝紀業務速報
令和６年度第２四半期（中間）決算経営協議会

増収・増益の決算は社員の努力の賜だ！
リニア開業の目処は不明！
通期の業績予想は、上方修正！
本部は１０月３０日、令和６年度第２四半期決算（中間決算）の経営協議会を

開催しました。

決算の概要は、次の通りです。

・ 当社の運輸収入は、台風等の影響はあったものの、東海道新幹線・在来線

ともにご利用が堅調に推移したため、前年に比べ増収。さらにグループ会社

についても増収となり、連結営業収益は増加。営業費は、グループ会社にお

ける売上原価の増等により増加したが、増収・増益の決算。

・ 通期の業績予想は、上期の実績等を反映し、収益・利益を上方修正する。

引き続き、鉄道の原点であり、全ての施策の大前提となる安全の確保を最優

先として、生活様式や働き方の変化によるニーズの多様化、、労働力人口の

減少等、当社を取り巻く環境の大きな変化を踏まえ、ＩＣＴ等の最新の技術

を活用して効率的な業務執行体制を構築する「業務改革」と新しい発想によ

る「収益の拡大」の２つを柱とした経営体力の再強化に取り組む。

・ 当期の配当については、中間配当金、期末配当予想ともに１株当たり１５

円（前中間期比＋１円）とする。

会社からの令和６年度第２四半期決算（中間決算）説明後、組合側から質問事

項を提起し、項目毎に議論しました。

以下、決算の概要と組合側委員からの質問、会社回答と主な議論です。
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<中間決算説明後の主なやり取り>

増収・増益の根拠を示せ！
組合：中間決算の内訳や増収増益のとなった根拠について、会社の見解を明

らかにされたい。

会社：決算に対する会社の考え方として、まず夏の台風や地震の自然災害が

あったものの大きな事故等もなく、順調に推移したと考えている。7月保

守用車の脱線事故が発生したが、反省すべき点が存在しているので、教

訓にしなければならないと考えている。運輸収入は97％を想定していた

が、99％の実績となった。セグメント情報でも分かるように、グループ

全体でも好調であった。

組合：新幹線の輸送が増になった根拠は何か。

会社：平日は平成30年比89％、土休日は102％となり、このことからビジネス

の回復よりも旅行観光が上回っている。その構造は変わっていない。

組合：新幹線・在来線とも定期が増えているが、その根拠は何か。

会社：出社回帰が始まっている。

組合：コロナ禍前からはまだ80％である。

会社：しかし、昨年よりは増えている。

組合：会社はコロナ禍前に戻ると考えているのか。

会社：通勤・通学について100％に戻るとは考えにくい。

【連結損益の概要（累計）】

営業収益 ： 8,738億円 前年同期比 563億円 106.9％増

運輸収入（ＪＲ東海）：6,864億円 前年同期比 456億円 107.1％増

営業費 ： 5,086億円 前年同期比 32億円 100.6％増

営業利益 ： 3,652億円 前年同期比 531億円 117.0％増

営業外損益 ： △305億円 前年同期比 32億円 90.5%

経常利益 ： 3,354億円 前年同期比 568億円 120.4％増

親会社株主に帰属する

四半期純利益 ： 2,336億円 前年同期比 385億円 119.8％増

【令和６年度の業績予想】

通期の業績予想は、営業収益１兆7,620億円（対前年101.3％増）、営業利益6,24

0億円、経常利益5,630億円、当期純利益3,920億円に上方修正。
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ビジネス層は戻らない！
組合：現段階における業務改革の具体的施策があれば、明らかにされたい。

労働力人口の減少することは、新幹線の利用が少なくなることであり、

労働移動が減っていく中で、現状を維持するための施策があれば明らか

にされたい。

会社：業務改革については、成案ができ次第示すことになるが、今年度の実

績で180億円を生み出している。労働人口の減は労働移動の減にもつなが

ると考えるが、施策として「推し旅」の推進等移動そのものを推奨して

いる。また、ＥＸの価格改定やジャパンレールパスの価格改定をしてい

る。

組合：運賃改定を考えているのか。

会社：運賃改定は統括原価方式の規制の中にあるので、ちょっとハードルは

高い。

リニア建設費は本当に大丈夫か？
組合：リニア建設について財政投融資の残高と、今後の資金運用を明らかに

されたい。

会社：財政投融資の残高は中央新幹線建設資金管理信託として1兆1，752億円

である。建設費にはここから運用していき、この間積み上がっているキ

ャッシュフローから運用していくし、借り入れで運用していくこともあ

る。今後の資金計画となっている。

組合：財政投融資の返済が2045年から始まるが、財政投融資以外にも多大な

リニア建設費が必要となっている。厳しい経営が余儀なくされることが

安易に予想される。財政投融資以外の資金調達で具体的に明らかにされ

たい。

会社：財政投融資３兆円の返済は、令和28年度から10年かけて返済を行う。

また、借り換えもあり得る。しかし、営業活動からのキャッシュフロー

もある。

水枯れや地盤地下について地域住民に寄り添え！
組合：瑞浪市における水枯れや地盤沈下が発生した理由・原因について明ら

かにされたい。同時に今後の対策を明らかにされたい。

会社：日吉トンネル工事によって水枯れが発生したが、工事が直接の原因か

分かっていない。工事は今は止めているが、専門家と連携しながら原因

の調査をしている。また、地盤沈下による家屋不具合も出ているので、

家屋調査をしている。

組合：社長は「トンネル工事で地下水低下は否定できないと考えている」と

記者会見で述べている。

会社：そうである。
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組合：否定できないが、まだ理由が分からない状況なのか。

会社：完全に否定できないことであり、結局分からない状況である。だから

調査している。原因調査を行っている。

組合：地域の方々と説明会を行っているのか。

会社：家屋調査をしている。

組合：10軒ほどの家屋不具合が生じていると報道されている。

会社：オープン説明会方式で行っている。並行的に家屋調査をしている。

組合：報道では説明がないとされている。

会社：説明はしている。

組合：相談があるなら来てきれの待ちの姿勢ではなく、地域の方に積極的に

説明せよ。

会社：チラシを作成し、個別に丁寧に対応している。

組合：報道内容と会社回答はチグハグさがある。

会社：調査で分かったことがあれば、丁寧に説明している。

組合：調査はどれ位の期間を予定しているのか。

会社：電気探査は短期間でできるが、ボーリング調査は時間がかかる。なる

べく早くやりたいとは思っている。

組合：リニア工事が原因で水枯れ・地盤沈下が起きたとなれば、補償しなけ

ればならない。

会社：国が定める補償規則に則って丁寧に対応していく。

組合：静岡県知事と面談したが、6月の面談について具体的にどのような議論

がされたのか。どのような方向性が確認されたのか。また、どのような

課題が残っているのかを明らかにされたい。

会社：静岡県知事のスタンスはリニアを進める立場であるが、環境には配慮

している。有識者会議があるので、積極的に理解を深める事に努める。

高速長尺先進ボーリングは何のために行われているのか？
組合：河川の水枯れの報道について、今現在まで何件発生しているのか。湧

水を止める対策について、どのように行われているのか明らかにされた

い。また、高速長尺先進ボーリングは何のために行われているのか。

組合：河川や池や沼の水枯れは何カ所あるのか。また、高速長尺先進ボーリ

ングは何のための調査なのか。識者は「水抜きのもの」だと言われてい

る。

会社：水質や水位についてはモニタリングを行いながら、地域や自治体との

連携ををはかっていく。環境の保全を第一と考えてやっていきたい。

組合：相談された件数は何件か。

会社：分からない。水位が下がった場合はしっかりと自治体に明らかにして

いる。高速長尺先進ボーリングは南アルプス工事について、有識者会議
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でも湧水は導水路トンネルで戻すことになっているので、垂直調査と水

平調査で、より的確なモニタリングができる。

組合：高速長尺先進ボーリングにより、湧水が出ていると聞く。

会社：少量の湧水は出ている所もある。大規模なものではない。湧水の管理

値を設けているので心配はない。

組合：ボーリングで大量の湧水が噴出することは考えていないのか。

会社：万が一出た場合は、管理値を設けているので一旦止めることになる。

組合：破砕帯に出くわした場合は。

会社：破砕帯調査のボーリングである。

リニアは地震に強いとは思えない！
組合：リニアルートは東南海地震の震源域に入っている所もあるが、そのた

めに対策していることがあれば明らかにされたい。

会社：リニアは地震に強いし、地下を通るし、コイル間で浮上している。新

幹線よりもリニアは地震に強いと考えている。

組合：停電の場合はどうか。

会社：電磁誘導の関係で安全である。

組合：地層のズレとトンネルとの関係はどうか。

会社：地層のズレをよく考えてトンネル建設している。

組合：構造線や断層は避けられないのではないか。

会社：完全に安全とは言いづらいが、断層は極力避けている。

以 上

＊次ページ会社中間決算資料掲載
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